
千葉市監査委員告示第１４号 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１４項の規定により、定期監査、

行政監査及び財政援助団体等監査の結果に基づき講じた措置について、別添のとおり千葉

市長から通知がありましたので、公表します。 

 

    令和２年１０月２９日 

 

千葉市監査委員 大 木 正 人 

同       宮 原 清 貴 

同       伊 藤 康 平 

同       向 後 保 雄 

 



２千総総第５９４号 

令和２年１０月２１日 

 

 千葉市監査委員 大 木  正 人 

 同       宮 原 清 貴 

 同       伊 藤 康 平 

 同       向 後 保 雄 

 

千葉市長 熊 谷 俊 人   

 

 

監査の結果に基づき講じた措置について（通知） 

 

 

 平成２９年度監査報告第１０号、平成３０年度監査報告第１１号、平成３１年度監査報告

第８号及び第１０号により報告のあった監査の結果に基づき講じた措置について、地方自治

法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１４項の規定により別紙のとおり通知します。 

 

 

様 



 

 

報告書番号 ２９監査報告第１０号 

監査の種類 財政援助団体等監査 

監査の結果（指摘事項） 講 じ た 措 置 

１（１）ア 補助金の交付条件を遵守すべき 

もの 

    公益財団法人千葉市スポーツ振興財

団運営補助金交付決定通知書による

と、「補助事業の内容、経費の配分又は

遂行計画の変更をする場合には、あら

かじめ市長の承認を受けること。」との

交付条件が附されている。 

    しかしながら、補助事業者は、市長

の承認を受けることなく、遂行計画の

変更に伴う経費の配分の変更を行って

いた。 

    補助事業者は、補助金の交付条件を

遵守し、事務処理を適正に行われたい。 

 

 

 

 公益財団法人千葉市スポーツ協会運営補

助金の補助事業の変更については、補助金の

交付条件を遵守し、事務処理を適正に行って

いる。 

 

「公益財団法人千葉市スポーツ振興財団」は、平成 31年 4月 1日付けで千葉市体育協会と統

合し、「公益財団法人千葉市スポーツ協会」に名称変更。 

 



 

 

報告書番号 ３０監査報告第１１号 

監査の種類 財政援助団体等監査 

監査の結果（指摘事項） 講 じ た 措 置 

（２）公の施設の指定管理者 

 ア ＡＮＡスカイビルサービス株式会社 

（ア）再委託の事前手続きを適正に行う

べきもの 

千葉市土気あすみが丘プラザの管

理に関する基本協定書第１７条第２

項によると、指定管理者は、あらかじ

め文書による市の承諾を得て、かつ、

関係法令等の許容する範囲内におい

て管理業務の一部を再委託すること

ができるとされている。 

しかしながら、土気あすみが丘プラ

ザの管理業務においては、一部の業務

について、あらかじめ市の承諾を得る

ことなく再委託が行われていた。 

指定管理者は、基本協定書に基づき

再委託の事前手続きを適正に行われ

たい。 

 

 

 

 

 

再委託の手続については、令和元年度分か

ら千葉市土気あすみが丘プラザの管理に関

する基本協定書に基づき事前手続きを適正

に行っている。 

 

（２）公の施設の指定管理者 

ア ＡＮＡスカイビルサービス株式会社  

（イ）事業報告書等を適正に作成すべき

もの 

千葉市土気あすみが丘プラザの管

理に関する基本協定書第２４条第１

項によると、指定管理者は、毎月１０

日までに前月の管理業務に係る報告

事項を記載した月次事業報告書を市

に提出するものとするとされている。 

また、同条第２項によると、指定管

理者は、毎事業年度終了後３０日以内

に、報告事項を記載した事業報告書に

管理業務に係る収支決算書を添付し

て市に提出するものとするとされて

いる。 

土気あすみが丘プラザの管理業務

においては、帳簿突合及び指定管理者

から説明聴取をしたところ、次の事例

が見受けられた。 

 

 

 

 

事業報告書等については、令和元年度分か

ら千葉市土気あすみが丘プラザの管理に関

する基本協定書に基づき適正に作成してい

る。 

 



 

 

ａ 収支決算書や収支報告書では『委

託費』として区分していた「保守点

検業務」及び「清掃業務の一部」が、

事業報告書や月次事業報告書では

『修繕業務』として報告されてい

た。 

ｂ 事業報告書や月次事業報告書に

おいて、『事業計画で計画されてい

た修繕（計画修繕）』の種別が『個

別修繕』として報告されていた。 

ｃ 事業報告書において報告すべき

『再委託を行った業務』が報告さ

れていなかった。 

指定管理者は、事業報告書及び月次

事業報告書を適正に作成されたい。 

 

 



 

 

報告書番号 ３１監査報告第８号 

監査の種類 財政援助団体等監査 

監査の結果（指摘事項） 講 じ た 措 置 

（１）出資団体 

  ア 公益財団法人 千葉市教育振興財団

（ア）【団体】予定価格を定めるべきもの 

 公益財団法人千葉市教育振興財団財

務規程第３２条第２項によると、契約

事務担当者は、概算価格２０万円以上

の契約の場合は予定価格を定めるとさ

れている。 

 しかしながら、支出関係書類を確認

したところ、修繕や委託の契約につい

て、契約金額が２０万円以上であって

も予定価格を定めていないものが散見

された。 

 教育振興財団は、財務規程に基づき

予定価格を定められたい。 

 

 

 

 

予定価格については、令和２年度契約分か

ら、公益財団法人千葉市教育振興財団財務規

程に基づき適正に定めている。 

 

（１）出資団体 

  ア 公益財団法人 千葉市教育振興財団

（イ）【団体】競争見積を実施すべきもの 

公益財団法人千葉市教育振興財団財

務規程第３４条第２項によると、随意

契約によろうとするときは、なるべく

２人以上の者から見積書を徴さなけれ

ばならないとされている。なお、概算

価格１０万円未満の契約の場合は、運

用により一者での随意契約を可能とし

ている。 

 しかしながら、公民館に係る支出関

係書類を確認したところ、一括発注が

可能な案件であるが、一契約を１０万

円未満にして複数回発注している次に

掲げる事例が散見された。 

ａ 同じ公民館で、同時期に同種の修

繕が行われたが、同一業者に対し複

数回に分けて発注しているもの。 

ｂ 同じ公民館で、同時期に同種の物

品を調達したが、同一業者に対し複

数回に分けて発注しているもの。 

ｃ 区内の複数の公民館で共通の委託

 

 

 

 発注方法については、令和２年度契約分か

ら、公益財団法人千葉市教育振興財団財務規

程に基づき適正に実施している。 

 



 

 

が行われたが、公民館ごとに同一業

者に対し個別に発注しているもの。 

これらの事例については、一括発注

し複数の者から見積書を徴することに

より競争性が発揮されるとともに経費

削減が期待できることから、教育振興

財団は、発注方法を見直し財務規程に

基づき競争見積を実施されたい。 

 

（３）公の施設の指定管理者 

  ア 公益財団法人 千葉市教育振興財団

（ア）【団体】特定建築物等の定期点検を 

適正に行うべきもの 

【所管部局】定期点検の実施状況を

確認するとともに指定管理者に指導

すべきもの（教育委員会） 

 建築基準法第１２条は、建築主事

を置く市町村が所有し又は管理する

特定建築物及び建築物の特定建築設

備等について、定期に点検を実施す

ることを義務付けている。 

 建築基準法第１２条に基づく定期

点検の対象館は、所管部局が作成し

た「千葉市公民館管理運営の基準」

において、白井公民館及び打瀬公民

館である旨記載されており、指定管

理者が作成した「千葉市公民館の平

成３０年度事業計画書」でも、両館

を同条に基づく定期点検の実施対象

としている。 

 しかしながら、指定管理者が作成

した「月次事業報告書」を確認した

ところ、両館共にこの点検を実施し

ていなかった。 

 教育振興財団は、管理運営の基準

及び事業計画に基づき定期点検を適

正に行われたい。 

建築基準法第１２条の点検は、多

数の者が利用する用途及び規模の建

築物について安全を確保するために

行うものであることから、所管部局

は、定期点検が適正に行われるよう

 

 

 

 

 

 

 

【団体】 

 特定建築物等の定期点検については、令和

２年１月以降、千葉市公民館管理運営の基準

に基づき適正に行っている。 

【所管部局】 

特定建築物等の定期点検については、令和

２年１月以降、月次事業報告書により実施状

況を確認している。 

 



 

 

「月次事業報告書」等により実施状

況を確認するとともに、指定管理者

に対し必要な指導を行われたい。 

 

（３）公の施設の指定管理者 

  ア 公益財団法人 千葉市教育振興財団

（イ）【団体】再委託の手続を適正に行う 

べきもの 

【所管部局】基本協定書に定める手

続が適正に行われるように指定管理

者に指導すべきもの（教育委員会） 

 千葉市公民館の管理に関する基本

協定書第１７条第２項によると、指

定管理者は、あらかじめ文書による

市の承諾を得て再委託をすることが

できるとされている。 

 千葉市公民館の管理業務について

は、清掃業務、人的警備業務及び機

械警備業務を再委託していたが、市

の事前承諾を受けていなかった。 

なお、所管部局は、モニタリング

により清掃業務や警備業務の再委託

が行われていることを把握していた

にもかかわらず、基本協定書に基づ

く指導を行っていなかった。 

 教育振興財団は、基本協定書に基

づき再委託の手続を適正に行われた

い。 

 所管部局は、基本協定書に定める

手続が適正に行われるよう指定管理

者に対し指導されたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【所管部局】 

再委託の手続については、千葉市公民館の

管理に関する基本協定書に基づき市の事前

承諾を受けるよう、令和元年１２月に生涯学

習振興課長から公益財団法人千葉市教育振

興財団に対し指導を行った。 

【団体】 

 再委託の手続きについては、令和２年度か

ら千葉市公民館の管理に関する基本協定書

に基づき適正に行っている。 

 

 


